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​財政市民委員会​

​高　松　市​
​【市民協働の取組について】​
​１　基本指針の概要と取組状況について​

​　⑴　高松市自治と協働の基本指針​

​　　​​ア　策定の背景　​

​参考）高松市自治基本条例​

​　平成22年２月15日施行。市民が「自治の主権者」であることを基本理念に掲げ、市​

​民、議会、行政が協力してまちづくりを進めるための基本的なルールを定めている。​

​　「市民」「議会」「行政」それぞれの役割と責任を明確化し、協働のパートナーとし​

​て「地域コミュニティ協議会」と「市民活動団体」を位置づけている。​

​　　​​イ　リニューアル​

​　　　　策定から13年が経過したことから、令和６年度に、協働づくり懇談会や協働のまち​

​　　　づくり推進本部会で意見を募り、現状に合った文言等にリニューアルした。​

​　⑵　取組状況​

​　　​​ア　取組の方向性​

​　　​

​　　​​イ　中間支援組織​

​　　　　情報提供や人材育成等で、市民活動団体等の活動を支援する組織​

​　　　　例）高松コミュニティ連合会、高松市市民活動センター　　​

​　　​​ウ　基本指針が目指す「理想像​​」​

​　　　　​​地域の特性をいかし、多様な主体が参画・協働するまちづくり​



​財政市民委員会​

​高　松　市​
​　​​　エ　高松市協働のまちづくり推進ガイド​

​　　　　​​基本指針で示した取組の方向性に基づき、施策​

​　　　体系、協働の形態別にモデル的事業を示すことで、​

​　　　協働のまちづくり施策の一層の充実を図るととも​

​　　　に、多くの市民に見てもらい、参画・協働の契機​

​　　　としてもらうことを目的に策定。全部で７つのカ​

​　　　テゴリーに分け、それぞれ取組項目を設けている。​

​２　地域コミュニティ協議会について​

​　​​⑴　地域コミュニティ協議会とは​

​　　　市長が認定する民主的に運営される組織であり、​

​　　市民が自主的、自立的に地域のまちづくりに取り組​

​　　むため、地域に住む人や団体などを構成員とし、地​

​　　域に一つ設置される。平成15年度から概ね小学校区​

​　　単位で組織化が進められ、現在、市内に44の協議会​

​　　が存在する。​

​　⑵　自治会との関係​

​　　　単位自治会は、地域コミュニティ協議会を動かし​

​　　ていく上で、重要かつ中心的な役割を担っている。​

​　　自治会の活動が活発になることで、コミュニティ協​

​　　議会の活動も活性化する。　　​

​　⑶　活動​



​財政市民委員会​

​高　松　市​
​３　課題と今後強化すべき取組について​

​　⑴　課題​

​　・人材不足・後継者不足​

​　　　活動メンバーの固定化や高齢化が進み、活動の変革が難しい状況に陥っている。​

​　・資金・財源不足​

​　　　地域活動の財源が市からの補助金や委託料に頼らざるを得ない側面がある。​

​　・地域コミュニティ協議会の地域代表としての認知不足​

​　　　多くの市民が地域コミュニティ協議会の存在や活動内容を十分に認知していないと​

​　　いう現状がある。​

​　⑵　今後の強化すべき取組​

​　・「防災」をキーワードとした地域活動​

​　　　全ての人が共通して関心を持つ課題をテーマにすることで、今関わっていない人々の​

​　　巻き込みを目指す。​

​　・幅広い世代につながる情報発信ツールの検討​

​　　　デジタルを活用したつながり創出のため、スマートフォン活用講座等を実施。​

​　・自治会チャレンジ事業​

​　　　未加入世帯へのアプローチ（防災訓練、イベント開催など）や、組織運営改善（デジ​

​　　タル化など）に取り組む自治会を補助する。​

​　・民間企業との連携​

​　　　配食サービス事業への食材提供支援や、地域防災訓練やこども食堂への資金提供な​

​　　ど、企業との協働を進める。​



​財政市民委員会​

​香　川　県​
​【瀬戸内国際芸術祭について】​
​１　開催経緯と瀬戸内国際芸術祭2025の概要について​

​　​​⑴　開催経緯​

​　　​​ア　背景​

​　　　　かつて豊かであったものの、近代化の過程で衰退や負の側面を背負うことになった​

​　　　瀬戸内の島々を「海の復権」というテーマのもとで再活性化することを目指し、2010​

​　　　年に初めて開催された。​

​　　　・島々の衰退​

​　　　　瀬戸内海はかつて海上交通の要衝であり、豊かな地域であったが、陸上・航空交通​

​　　　　の発展に伴い、島々は人口減少、空き家の増加といった課題に直面した。​

​　　　・近代化の負の遺産​

​　　　　​​工業開発による​​環境破壊、産業廃棄物不法投棄など、島々は近代化の「負の側面」​

​　　　　を背負うことになった歴史がある。​

​　　​​イ　公と民の連携​

​　　　　行政と民間が一緒になって行っていることが非常に大きな特徴。​

​　　　　・ベネッセアートサイト直島の活動​

​　　　　　1980年代後半より、福武總一郎氏が率いるベネッセコーポレーションが直島で文​

​　　　　　化活動を開始。当初はキャンプ場、その後美術館を建設し、1990年代前半からは​

​　　　　　島の古い空き家をアート作品を展示する場として再生する取組を進めた。これは​

​　　　　　「あるものを生かしてないものを作る」というコンセプトに基づき、地域に​

​　　　　　新たな価値を生み出すものであった。​

​　　　　・香川県の文化振興​

​　　　　　香川県は丹下健三氏やイサム・ノグチ氏といった世界的建築家・アーティストを​

​　　　　　招聘し、文化を基軸とした地域活性化、いわゆる「クリエイティブシティ」の構​

​　　　　　築を目指してきた歴史がある。​

​　　　　・連携の実現​

​　　　　　香川県が2004年頃に文化を活用した地域振興策を検討。香川県が持つアート・建​

​　　　　　築の蓄積と福武財団のノウハウを組み合わせる形で、芸術祭の共同開催の構想が​

​　　　　　具体化し、2008年に実行委員会が設立された。​

​　⑵　瀬戸内国際芸術祭2025の概要​

​　　​​ア　開催期間​

​　　​​イ　開催エリア​

​　　　​



​財政市民委員会​

​香　川　県​
​　　​​ウ　実施体制​

​　　​ ​(ア)​​　​​実行委員会​

​　　　　　　瀬戸内国際芸術祭実行委員会が運営主体であり、​

​　　　　　行政と民間が協働している点が大きな特徴。 　　　​

​　　　　　・構　　成: 香川県、開催地の地元市町、福武財団、​

​　　　　　　　　　　　県内の経済団体などの民間団体が参加。​

​　　　　　・職員派遣: 開催エリアの各市町からも職員が県に​

​　　　　　　　　　　　派遣され、運営を担っている。​

​　　　(イ)　支援組織​

​　　　　　・こえびネットワーク（NPO法人）：ボランティアサ​

​　　　　　ポーターである「こえび隊」の運営を担い、芸術祭​

​　　　　　運営業の重要なパートナーとなっている。​

​　　​​エ　取組​

​　​​　　​



​財政市民委員会​

​香　川　県​
​２　瀬戸内国際芸術祭の成果と課題について​

​　​​⑴　開催効果​

​　　​​ア　経済効果​

​　　　　大きな経済波及効果をもたらしており、100億円から​

​　　　最大180億円（2019年開催時）の経済効果を創出している。​

​　　​​イ　国際的な知名度向上​

​　　　　瀬戸内地域の国際的な認知度向上に貢献している。​

​　　　2019年にはニューヨーク・タイムズ紙のウェブ版で「世​

​　　　界で行くべき52ヶ所」の一つとして瀬戸内の島々が紹介​

​　　　され、芸術祭がその理由として挙げられた。2025年には​

​　　　BBCのウェブ記事でも直島が旅行先として紹介され、芸術​

​　　　祭に言及されている。​

​　　​​ウ　移住者の増加​

​　　　　香川県全体で移住者が増加傾向にあり、特に芸術祭開催​

​　　　島である小豆島や直島では、継続的に移住者が増えている。​

​　　​​エ　地域の自信​

​　　　　芸術祭を継続してきたことにより、経済効果や知名度向​

​　　　　上だけでなく、地域住民の自信の醸成にも繋がっている。​

​　⑵　課題​

​　　​​ア　行政による地域との継続的な関係構築の難しさ​

​　　　　行政は担当者が頻繁に変わるため、地域との継続的な関係性を維持することが苦手​

​　　　な部分がある。この課題に対しては、「こえび隊」が地域と実行委員会をつなぐ重要​

​　　　な役割を担っている。​

​　　​​イ　資金調達の不安定性​

​　　　　2025年の芸術祭においては、文化庁からの補助金が大幅に減額されており、これは​

​　　　安定的な資金調達が常に課題となり得ることを示している。一方、知名度向上により​

​　　　企業からの協賛金が増加している側面もある。​



​財政市民委員会​

​岡　山　市​
​【電子町内会について】​
​１　事業の概要と実施経緯について​

​　⑴　概要​

​　　　電子町内会は、インターネットを活用して、町内会活動をはじめとする地域の情報の​

​　　発信、町内会の会員同士で身近な出来事の情報を共有し合うなど、地域コミュニティの​

​　　盛り上げを進めていくものである。地域の情報共有や情報発信の手段としての活用を促​

​　　進し、他の地域活動への参加を促すことを目的として、岡山市第６次総合計画の政策17​

​　　に電子町内会の推進が掲げられている。​

​　⑵　経緯​

​　　　平成13年度に岡山市における電子自治体の構築の方針を​

​　　掲げ、市民が自発的にICTの活用を図る「市民の情報化」の​

​　　取組を開始。町内会の地縁によるつながりを維持しつつ、​

​　　ICTによる事務処理効率化、情報共有、コミュニティ活性化​

​　　の可能性を探り、地域情報化を推進するため、電子町内会が​

​　　立ち上げられた。​

​　　＜システムリニューアル＞​

​　　　10数年が経過し、システムの老朽化、セキュリティ問題、​

​　　ユーザーからの「簡単なホームページ更新」等といった要​

​　　望を受け、平成28年10月にシステム全体のリニューアルを​

​　　行った。​

​　⑶　仕組み​

​　　​​ア　システム構成​

​　　　　現在電子町内会は、3つのシステムを有している。​

​　​

​　　​
​　　イ　市の支援体制​​　　　　　​
​　　　・市がウェブサーバーとシステム​

​　　　　を保有し、町内会に無料で提供。​

​　　　・システムの運用保守。​

​　　　・町内会からの問い合わせに対応​

​　　　　するヘルプデスクを設置。​

​　　　・システム操作の講習を必要に応​

​　　　　じて実施。​



​財政市民委員会​

​岡　山　市​
​　　​​ウ　町内会の運営体制​

​　　　　電子町内会を運営するためには、町内会長と管理者（連合町内会で５名以内、単位​

​　　　町内会で３名以内）の設置が必要。一つの役員が複数システムを兼務することも可​

​　　　能。長期間の継続のため、複数名での運営が推奨されている。​

​　​

​２　取組の成果と活用事例について​

​　​​⑴　電子町内会の参加状況（令和７年８月１日時点）​

​　　　市内の96の小学校単位の連合町内会のうち、31連合町内会が電子町内会を導入。市内​

​　　の1,711の単位町内会のうち、89団体（単独で58町内会、連合町内会の構成組織として31​

​　　町内会）が稼働している。​

​　⑵　活用事例​

​　　​

​　　​

​　​



​財政市民委員会​

​岡　山　市​
​３　課題と今後の展開について​

​　⑴　課題​

​　　​​ア　認知度・加入率の低さ​

​　　　　運営開始から20年以上経過しているが、参加率は約５%​

​　　　程度と低く、さらなる周知が必要である。​

​　　​​イ　モチベーションの維持・次世代への引継ぎ​

​　　　　電子町内会の担い手に高齢者が多く、後継者不足により​

​　　　更新が停止したり廃止・休止に至る町内会も存在する。​

​　　​​ウ　町内会の情報格差​

​　　　　町内会役員に高齢者が多く、デジタル化を推進しようと​

​　　　する人が少ない、あるいは孤立してしまう現状がある。​

​　⑵　今後の展開​

​　　​​ア　電子町内会の見直し​

​　　　　システム自体の見直しが必要な時期と捉えている。利用の少ない内部システムは継​

​　　　続の要否を検討し、利用者の多い公開サイトの利便性向上に焦点を当てる。​

​　　​​イ　人材育成​

​　　　　定期的なシステム研修会や連合町内会への啓発を通じて、新たな担い手の育成を図​

​　　　る。​

​　　​​ウ　未参加町内会のデジタル化推進​

​　　　　電子町内会に限らず、町内会のニーズを確認しながら効果的なデジタル化の方法を​

​　　　検討し、多様なデジタルツールを活用しようとする町内会への支援を考えている。全​

​　　　市の町内会を対象にデジタル化に関するアンケートを実施しており、その結果に基づ​

​　　　いて今後の方向性を検討していく予定。​


